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歳入歳出差引歳　　　　出歳　　　　入会　　計　　名

3億    418万2,769円47億1,063万9,798円50億1,482万2,567円国民健康保険特別会計

2,306万5,944円4億5,403万3,765円4億7,709万9,709円
国民健康保険特別会計
（直営診療施設勘定）

2,564万6,403円23億6,931万    291円23億9,495万6,694円下水道事業特別会計

1億    185万5,808円43億4,515万2,729円44億4,700万8,537円介護保険特別会計

2,849万6,058円6億8,825万1,637円7億1,674万7,695円介護サービス事業特別会計

0円5,378万4,000円5,378万4,000円ケーブルテレビ事業特別会計

501万6,450円282万6,939円784万3,389円駐車場事業特別会計

981円31万1,049円31万2,030円宅地開発特別会計

542万6,283円2,338万1,568円2,880万7,851円青少年育英奨学資金貸付特別会計

0円130万3,956円130万3,956円鉄道経営対策事業基金特別会計

722万9,176円5億8,445万2,289円5億9,168万1,465円後期高齢者医療特別会計

0円2,901万3,590円2,901万3,590円小水力発電事業特別会計

49万6,944円4億5,140万1,056円4億5,189万8,000円工業団地事業特別会計

1,508万8,311円1,029万5,082円2,538万3,393円大和財産区特別会計

186万6,040円771万2,883円957万8,923円白鳥財産区特別会計

807万7,777円146万1,579円953万9,356円牛道財産区特別会計

706万7,897円2,389万   641円3,095万8,538円石徹白財産区特別会計

1,438万3,980円2,739万9,864円4,178万3,844円高鷲財産区特別会計

388万    854円136万1,699円524万2,553円下川財産区特別会計

1,233万9,506円2,734万4,058円3,968万3,564円明宝財産区特別会計

833万6,884円550万9,725円1,384万6,609円和良財産区特別会計

5億7,245万8,065円138億1,883万8,198円143億9,129万6,263円特別会計　合計

負債及び資本資　　　　産

金　　額固定負債金　　額固定資産

４７億９,８４０万６,２５６円企 業 債１１億６,５３０万９,０１２円土　 地

０円リース債務４５億４,０６８万６,４０５円建　 物

金　　額流動負債５,０４４万３,１７６円構 築 物

１億   １７５万１,０９９円一時借入金６億２,２２９万７,３１０円器械及び装置

４億２,３９０万   ４１１円企 業 債８０４万３,２１３円車両及び運搬具

３８２万９,８１９円リース債務８８４万４,８１１円リース資産

２億３,１８７万１,８２８円未 払 金
４８万   １５９円

そ の 他
有形固定資産 １億６,００５万３,５０８円引 当 金

１５１万４,１０８円その他流動負債２８４万   ８２２円無形固定資産

金　　額繰延収益７４万２,０００円投　 資

２億３,９６４万２,５９８円繰 延 収 益金　　額流動資産

金　　額資本金１億６,１００万６,３０７円現 金 預 金

３１億７,９３８万７,７１７円資 本 金５億７,０７３万５,９３７円未 収 金

金　　額剰余金３,５２２万５,９８０円貯 蔵 品

２,２８９万２,６７９円資本剰余金４７万３,９９０円前 払 金

△１９億９,６１２万   ９０１円
未処分利益
剰　余　金
（欠損金）

７１億６,７１２万９,１２２円
負債・資本
合        計

７１億６,７１２万９,１２２円資産合計

■病院事業損益計算書 ■病院事業貸借対照表

平成平成３０年度０年度平成３０年度 特　別　会　計 歳入・歳出歳入・歳出歳入・歳出 決算決算決算

金　　額収　　益金　　額費　　用

２１億１,８０４万６,６８８円入院収益
医
業
収
益

24億6297万9228給与費

医
業
費
用

１３億７,２３５万１,３８２円外来収益材料費

２億９,２５８万３,４９２円
その他
医業収益

経　費

３４万１,４９７円受取利息

医
業
外
収
益

減価償却費

９,４８１万６,０００円他会計補助金資産減耗費

２億１,０２７万７,０００円他会計負担金研究研修費

１,４９３万５,０００円国県補助金支払利息

医
業
外
費
用

１,５２５万４,０２０円
長期前受金
戻し入

医師住宅維
持管理諸費

１,１３９万３,０６８円
その他
医業外収益

看護師宿舎維
持管理諸費

２,１２６万９９９４円
訪問看護
報酬

訪
問
看
護
　
　

ス
テ
ー
シ
ョ
ン

事
業
収
益
　
　

託児所維持
管理諸費

その他医業
外費用

８１０万  ３３５円
過年度損益
修正益特別

利益

5億6314万2610円雑支出

１５０万２,４０３円
その他特別
利益

給与費訪
問
看
護
　

ス
テ
ー
シ
ョ
ン

事
業
費
用
　 経　費

過年度損益
修正損特

別
損
失 その他特別

損失

４１億６,０８７万  ８７９円計計

当年度純利益（収益一費用）  △１億９,０００万７,４０１円

金　　額収　　益金　　額費　　用

１９億４,６７１万８,８３５円入 院 収 益
医
業
収
益

２５億   ２５３万   ９５５円給 与 費

医
業
費
用

１２億６,４４１万９,８７６円外 来 収 益５億３,６０８万２,９６０円材 料 費

３億   ９６９万９,４９１円
そ の 他
医 業 収 益

５億４,５８１万２,９４５円経　 費

３,５５９円受 取 利 息

医
業
外
収
益

３億２,８４８万１,０４１円減価償却費

１億   １６８万５,０００円他会計補助金４０５万   １０８円資産減耗費

２億３,７１６万２,０００円他会計負担金９５４万１,０１５円研究研修費

３,５０４万   ７１９円国県補助金１億１,００６万７,５９５円支 払 利 息

医
業
外
費
用

３,８５３万１,０５７円
長期前受金
戻 入

１２４万６,１３５円
医師住宅維
持管理諸費

１,２３８万２,０３２円
そ の 他
医業外収益

１９９万６,４６５円
看護師宿舎
維持管理諸費

５,６７３万６,７５２円
訪 問 看 護
報 酬

訪
問
看
護
　
　

ス
テ
ー
シ
ョ
ン

事
業
収
益
　
　

５万   １６０円
託児所維持
管 理 諸 費

４万７,７９３円
そ の 他
医業外費用

５８３万１,５０６円
過年度損益
修 正 益

特
別
利
益

８,９９５万９,７３１円雑 支 出

０円
そ の 他
特 別 利 益

５,８８２万２,０２９円給 与 費訪
問
看
護
　

ス
テ
ー
シ
ョ
ン

事
業
費
用
　 １１０万９,５１９円経　 費

１,８００万   ８８７円
過年度損益
修 正 損

特
別
損
失 ０円

そ の 他
特 別 損 失

４０億   ８２１万   ８２７円収益合計４２億   ７７９万９,３３８円費用合計

当年度純利益（収益一費用）  △１億９,９５８万８,５１１円
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■上水道事業損益計算書 ■上水道事業貸借対照表

負債及び資本資　　　産

金　　額固定負債金　　額固定資産

７２億６,６９１万５,９１９円企 業 債２億６,０９１万９,８８１円土　 地

金　　額流動負債１億７,９２９万３,３２５円建　 物

６億７,０８７万   ４０９円企 業 債１７３億７,７３０万２,９３３円構 築 物

２億   ５２９万４,５２９円未 払 金１１億３,４１８万６,３４９円機械及び装置

６３２万９,０００円引 当 金
３９２万６,８７９円

車 両 及 び
運 搬 具 ０円その他流動負債

金　　額繰延収益
１１０万   ５００円

工 具 器 具
及 び 備 品 ７８億７,０２５万   ３７６円繰 延 収 益

金　　額資本金１億８,２０８万１,０００円建 設 仮 勘 定

４５億１,６５２万１,４０６円資 本 金３１６万５,３００円無形固定資産

金　　額剰余金金　　額流動資産

１億６,２０５万５,６２８円減債積立金１４億５,５３９万８,４２６円現 金 預 金

５００万円利益積立金１億２,６５６万９,０１７円未 収 金

４,９８８万２,８７３円
未処分利益
剰　余　金

１７万６,５３０円貯 蔵 品

２,９００万円
そ の 他
流 動 資 産

２０７億５,３１２万   １４０円
負債・資本
合　　　計

２０７億５,３１２万   １４０円資産合計

金　　額収　　益金　　額費　　用

５億５,４１２万１,５７０円給水収益
営
業
収
益

８,８２１万   ８８８円
原水及び
浄 水 費

営
業
費
用

０円
受託工事
収　　 益

１億２,２４２万２,２３５円
配水及び
給 水 費

１,９２４万３,４３３円
そ の 他
営業収益

０円受託工事費

３０４万２,３１６円受取利息

営
業
外
収
益

７,３３１万１,４３８円総 係 費

３億   １８２万３,０００円
他 会 計
補 助 金

７億１,４３３万８,４００円減価償却費

１,７８１万円加入分担金０円資産減耗費

３億   ２８７万１,８８７円
長期前受金
戻 入

０円
そ の 他
営業費用

７４万８,９９０円雑 収 益１億２,７０８万１,５６４円支払利息営
業
外

費
　
用 １０万１,３００円

消費税及び地方
消費税還付金

５２２万３,９０５円雑 支 出

３８２万５,７７４円
そ の 他
特 別 利 益

特
別

利
益

３,３８８万８,５１４円
災害による
損 失

特
別
損
失 ５３４万８,５２９円

そ の 他
特別損失

１２億  ３５８万８,２７０円収益合計１１億６,９８２万５,４７３円費用合計

当年度純利益（収益－費用）　３,３７６万２,７９７円

平成３０年度決算に基づく健全化判断比率等につい平成３０年度決算に基づく健全化判断比率等についてて
１．地方公共団体財政健全化法の概要

　平成１９年６月に公布された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、地方自治体が財政の健全性を判断す

るための指標（健全化判断比率）と、公営企業ごとに経営状況を明らかにする指標（資金不足比率）の公表が、平成１９年

度決算から義務付けられました。また、平成２０年度決算からは、この各指標が一定の基準以上になった場合は、財政の早

期健全化や財政の再生を図るための計画作成等も必要になりました。公表を行うのは、実質赤字比率、連結実質赤字比率、

実質公債費比率、将来負担比率の４指標と資金不足比率です。

①健全化判断比率

　平成３０年度決算に基づき健全化判断比率を算定した結果、下表のとおり、いずれの指標についても早期健全化基準を下

回りました。しかし、県内４２市町村の中で実質公債費比率、将来負担比率はまだまだ高い比率となっており、依然として

厳しい財政状況が続いています。

財政再生基準早期健全化基準平成３０年平成２９年平成２８年平成２７年平成２６年平成２５年平成２４年平成２３年平成２２年平成２１年平成２０年平成１９年平成１８年指　標

２０.００％１２.６０％－－－－－－－－－－－－実質赤字比率

３０.００％１７.６０％－－－－－－－－－－－－連結実質赤字比率

 ３５.０ ％  ２５.０ ％１２.７％１２.７％１２.９％１３.６％１５.０％１６.８%１８.５%２０.０%２１.１%２１.７%２１.８%２０.２%１８.０%実質公債費比率

３５０.０ ％６９.５％６７.４％４５.０％４３.８％３８.５％６１.０%８９.３%１２２.１%１３２.１%１５６.９%１７４.７%１８４.６%将来負担比率

※実質赤字額、連結実質赤字額がないため「－（該当なし）」で表示しています。

経営健全化基準郡　上　市指　　　　　　標

２０．０％－
水道事業会計、病院事業会計、下水道事業特別会計、小水力発電事業特別会計、
宅地開発特別会計、工業団地事業特別会計

▼実質赤字比率…福祉、教育、まちづくり等を行う一般会計等の赤字額

が標準的な収入に対してどれくらいの割合になるのかを指標化したも

のです。

▼連結実質赤字比率…すべての会計を合算し、全体の赤字が標準的な収

入に対してどれくらいの割合になるのかを指標化したものです。

▼実質公債費比率…地方債（借入金）の一年間の返済額（フロー）及び

これに準じる経費の額が、一年間分の標準的な収入に対してどれくら

いの割合になるのかを指標化したもので、その比率の３ヵ年分を平均

したものです。

▼将来負担比率…一般会計等の地方債（借入金）や将来支払っていく可

能性のある負担等（下水道事業、病院事業、退職手当支給予定額等）

の現時点での残高（ストック）が、一年間分の標準的な収入に対して

どれくらいの割合になるのかを指標化したものです。

▼資金不足比率…公営企業の資金不足が、公営企業の事業規模である営

業収益（料金収入等）の規模に占める割合を指標化したものです。

２．郡上市の状況（平成３０年度決算に基づくもの）

３．指標に関する説明

②資金不足比率

　平成３０年度においては、下表のとおり資金不足を生じた公営企業がないため、資金不足比率は該当ありません。

※資金不足比率が生じていない（赤字が生じていない）ため、「－（該当なし）」で表示しています。

▼早期健全化基準…自治体の自主的な改善努力による財政健全化を図る

ため、「実質赤字比率」、「連結実質赤字比率」、「実質公債費比率」、「将

来負担比率」のうち、１つでも基準以上になった場合、指標が早期健

全化基準未満となることを目標として財政健全化計画を議会の議決を

経て定め、総務大臣・県知事に報告しなければなりません。

▼財政再生基準…国の関与による確実な再生を図るため、「実質赤字比

率」、「連結実質赤字比率」、「実質公債費比率」のうち１つでも基準以

上となった場合、指標が早期健全化基準未満となること等を目標とし

て、財政再生計画を議会の議決を経て定め、総務大臣に報告しなけれ

ばなりません。また、総務大臣の同意なしに地方債（借入金）の起債

ができなくなります。

▼経営健全化基準…自治体の自主的な改善努力による財政健全化を図る

ため、「資金不足比率」が経営健全化基準以上となった場合、指標が

経営健全化基準未満となることを目標として、経営健全化計画を議会

の議決を経て定め、総務大臣・県知事に報告しなければなりません。

煙健全化判断比率及び資金不足比率については、監査委員の審査に付した後、その意見を付して９月定例議会へ報告しました。
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毅次世代就農者の支援のために ………………………… ９７５万円
　（農業次世代人材投資事業） 

毅世界農業遺産「清流長良川の鮎」を活用した推進のために…  ３９２万円
　（世界農業遺産推進事業）

毅農産物の新たな商品開発や事業化促進のために ……  ６０万円
　（農業６次産業化促進支援事業）

毅新規就農者の就業支援のために ………………………  １２０万円
　（新規就農サポート事業）

毅畜産農家の防疫対策のために ………………………… ４３万円
　（畜舎防疫設備整備事業）

毅市営牧場の有害鳥獣（ニホンジカ）対策のために …… １３６万円
　（市営牧場ニホンジカ対策事業）

毅郡上市産材を利用した住宅建設のために ………… ２,１７１万円
　（郡上市産材住宅建設等支援事業）

毅森林技術者の育成と就業支援のために ……………… １１８万円
　（森林・林業人材育成事業）

毅森林監理体制強化のために …………………………… １３６万円
　（地域森林監理士活用事業）

毅東京オリンピック・パラリンピックへの木材提供のために … ３１０万円
　（東京オリ・パラ選手村ビレッジプラザ木材提供事業）

毅旧越前屋の改修のために …………………………… ９,９６１万円
　（旧越前屋改修事業）

毅産業支援センターの活動のために ………………… １,７０５万円
　（産業支援センター活動経費）

毅小規模事業者の支援のために ………………………… ４６６万円
　（小規模事業者支援事業）

毅空き家の有効活用のために ………………………… １,１３１万円
　（八幡市街地空き家利活用推進事業）

毅郡上カンパニープロジェクトの推進のために …… ４,６０８万円
　（郡上カンパニープロジェクト推進事業）

毅海外への情報発信や相互交流のために ……………… １００万円
　（海外トップセールス推進事業）

毅海外からの誘客のために ……………………………… ７７９万円
　（外国人観光客誘致事業）

毅郡上おどり・白鳥おどりの推進のために ………… ２,３０２万円
　（「日本一のおどりのまち郡上」推進事業）

毅宿泊滞在型観光の促進のために …………………… ２,２３２万円
　（宿泊施設改修支援事業）

毅「観光立市郡上」の推進のために …………………  １,２２２万円
　（「観光立市郡上」推進事業）

毅観光施設の整備改修等のために  ……………… ２億３,１１９万円
　（観光施設整備事業）　

毅農泊推進施設（道の駅）の改修のために  …………… ３,５４６万円
　（農泊推進施設改修事業）

毅企業誘致による雇用の場の創出のために  …… ２億４,６９８万円
　（企業誘致促進事業（繰越事業含む）・企業誘致関連整備事業） 

毅空き店舗を活用した起業者支援のために  ………… １,４７６万円
　（空き店舗等活用事業）

毅清流長良川等保全のために   ……………………………  ７５万円
　（清流条例推進事業）

毅観光景観林の整備のために …………………………… ２８１万円
　（観光景観林１００年事業）

毅電線類無電柱化等整備のために   ……………… ３億  ５６１万円
　（都市再生整備計画事業（繰越事業含む））

毅農業水利を活用した小水力発電施設整備のために  …  ４,９４４万円
　（県営地域用水環境整備事業・小水力発電研究事業）

毅防災行政無線戸別受信機等の整備のために  … ３億５,３５９万円
　（防災行政無線整備事業）

毅岐阜県消防操法大会の開催のために  ……………… １,９１６万円
　（岐阜県消防操法大会開催事業）

毅消防施設の整備のために  …………………………… ５,６２４万円
　（消防施設整備事業）

毅災害予防及び災害応急対策のために  ……………… ２,４６４万円
　（災害対策事業費）

毅倒木による停電等を防止し、ライフラインの確保を図るために
　　　　  ………………………………………………… ３,０３７万円
　（ライフライン保全対策事業）

毅自主バス運行、 地方交通対策のために ………… １億６,４６１万円
　（地方交通対策経費）

毅テレワークの推進とICT活用による地域産業育成のために
　　　　 …………………………………………………… ５７９万円
　（郡上市新産業創造事業）

毅携帯電話不感地区解消のために ……………………… ７３６万円
　（携帯電話等エリア整備事業）

毅ケーブルテレビ伝送路の光化整備のために  … ５億３,６３４万円
　（ケーブルテレビ伝送路等更新事業）

毅道路新設改良、橋梁の安全対策のために  …… １１億８,２９８万円
　（道路新設改良費・橋りょう維持費）

毅出会いの機会創出のために …………………………… ４５８万円
　（ふれあい交流事業）

毅乳幼児の医療費助成のために  ……………………… ５,１３３万円
　（乳幼児医療費助成事業）

毅小中学生の医療費助成のために …………………… ７,１０２万円
　（小中学生医療費助成事業）

毅高校生等の医療費助成のために …………………… １,０９４万円
　（高校生等医療費助成事業）

毅ひとり親家庭の医療費助成のために ……………… １,７３０万円
　（母子家庭医療費助成事業・父子家庭医療費助成事業）

毅第３子以降の子育て支援のために  ………………… ３,２７０万円
　（がんばれ子育て応援事業）

毅児童手当の給付のために  ……………………… ５億９,９５６万円
　（児童手当給付事業）

毅予防接種のために  …………………………………… ９,１０８万円
　（予防接種事業）

環境・防災・社会基盤（美しい水と緑を守り、
暮らしの基盤が整う共生のまち）
　道路や生活環境の整備、新エネルギーの導入奨励、暮らしの安全
を守るための消防・防災事業、公共交通の維持など、安心で暮らし

やすい地域をめざした事業を実施しました。

主な事業主な事業平成30 年度決算30 年度決算平成30 年度決算 主な事業

産業・雇用（地域資源を活かして産業を育てるまち）
　「観光立市郡上」の推進に向け、地域の特色を活かした産業振興を

図り、起業支援、人材確保につなげるための事業を実施しました。

健康・福祉（支えあい助け合う安心のまち）
　少子高齢化が進む中、結婚から出産、子育てへの切れ目のない支

援や、医療費の助成、高齢者、障がい者が安心して暮らせるまちづ

くりをめざした事業を実施しました。
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毅がん検診のために  …………………………………… ６,８２６万円
　（がん検診）
毅市民による健康づくりの推進のために  ………………  ６１万円
　（健康づくりプロジェクト事業）
毅介護予防の支援のために  …………………………… ２,４８５万円
　（介護予防ケアマネジメント事業）
毅在宅高齢者等の介護者の慰労のために  …………… １,７２５万円
　（在宅高齢者等介護慰労事業）
毅重度心身障がい者の医療費助成のために  …… ２億６,１８６万円
　（重度心身障害者医療費助成事業）
毅障がい者の自立した生活を支えるために  …… ８億１,４２７万円
　（障害者自立支援給付事業・障害者地域生活支援事業・在宅
　障害者交通費助成事業・障害者日常生活支援事業）
毅生活困窮者の生活保障のために  ……………… １億７,５８６万円
　（生活保護扶助経費）

毅小学校校舎等の整備のために  ……………………… ９,９５８万円
　（小学校校舎等整備事業（繰越事業含む））
毅中学校校舎等の整備のために  ……………………… ３,０８４万円
　（中学校校舎等整備事業）
毅市内高校に通学する生徒の通学費助成のために  … １,１９２万円
　（高校生通学費助成事業）
毅小中学生の学力向上を図るために  ………………… ９,６２３万円
　（学力向上事業）
毅小中学生の不登校対策のために  ……………………  ２,１１５万円
　（心の教育推進事業）
毅短歌等の推進による歌のまちづくりのために ……… ６４５万円
　（歌のまちづくり事業）
毅伝建地区の防災対策のために  ……………………… １,４４８万円
　（伝建防災事業）
毅八幡城天守の耐震補強のために ……………………… ６００万円
　（八幡城天守耐震補強事業）
毅短歌の里交流館「よぶこどり」等の文化施設整備のために
　　　　  …………………………………………… １億  ３１９万円
　（文化施設整備事業）
毅スポーツ合宿誘致活動や大会開催のために  ……… １,７５６万円
　（２０２０スポーツツーリズム推進事業）
毅体育施設耐震補強等の整備のために   ………… １億２,４８２万円
　（体育施設整備事業）

毅公民館活動の推進のために  ………………………… ５,０５１万円
　（公民館活動経費）
毅郡上学講座等の推進のために ………………………… ２０６万円
　（郡上学講座開催事業・郡上学推進事業）
毅小中学生の体験活動（校外学習）のために  ……… １,９５３万円
　（夢づくり教育事業）

毅地域協議会活動促進及び地域イベントの開催のために  … ２,３０９万円
　（地域振興事業）
毅地域振興の推進のために  …………………………… １,６９３万円
　（地域振興推進事業）
毅地域おこし協力隊による地域振興事業のために … ２,１５５万円
　（地域おこし協力隊派遣事業）
毅過疎地域の実情に応じたソフト事業のために …… ２,５０３万円
　（過疎地域自立促進事業）
毅男女共同参画の推進のために   …………………………  ５５万円
　（男女共同参画推進事業）
毅首都圏における郡上のネットワークづくりのために  … １５５万円
　（大都市ネットワーク構築事業）
毅移住相談や空き家改修支援のために ………………… ９２１万円
　（交流・移住推進事業）
毅国際交流団体の活動支援のために  …………………… ７８万円
　（国際交流推進事業）
毅郡上の魅力を首都圏で発信するために（郡上藩江戸蔵屋敷）
　　　　 …………………………………………………… ９９６万円
　（ずっと郡上・もっと郡上都市農村対流戦略的イノベーション
　プロジェクト事業）
毅ご当地ナンバープレートの作成のために …………… １２７万円
　（ご当地ナンバープレート作成事業）

毅市ホームページのリニューアルのために …………… ２９８万円
　（ホームページリニューアル経費）
毅郡上市総合計画の推進のために  ………………………  ２６万円
　（総合計画推進事業）
毅庁舎の耐震補強や改修等のために  …………… ２億５,３９８万円
　（庁舎等整備事業）
毅公共施設等の老朽化対策のために  …………………… ２９万円
　（公共施設マネジメント推進事業）

自治・まちづくり（市民と行政が協働でつくるまち）
　市民協働の推進による市民が主役となったまちづくり、都市交流、

交流・移住推進のための事業を実施しました。

教育・文化・人づくり（香り高い地域文化と心豊か
な人を育むまち）
　学校施設の整備や教育環境の充実、地域の伝統文化の保存、生涯学習

の充実を図り、地域を担う人材育成を図るための事業を実施しました。

行財政運営（健全な行財政運営を実行するまち）
　公共施設等の適正な管理のための事業を実施しました。
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件数支出総額内　　　　容区　分
４７件１３４,６０８円祝賀会など各種行事のお祝いにかかる経費祝　意
２３件１４９,３３６円葬儀または法要における香典及び供物などにかかる経費弔　意
１件１０,０００円病気などの見舞にかかる経費見　舞
３件３３,５００円全国規模以上の各種大会出場者の激励にかかる経費激　励
０件０円市政協力者等の退職・転任の送別にかかる経費餞　別
３５件２１７,４８４円会合や懇談会などへの参加にかかる経費会　費
３９件３８０,１４６円公賓等の対応にかかる経費公賓等対応
１件２,１６０円市政協力者等への御礼にかかる経費御　礼
０件０円市として協賛する各種催事・行事にかかる経費協　賛
１４９件９２７,２３４円合　　　　　計


